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電子情報技術産業協会 ECセンターの紹介 

▐ 電子機器および半導体・電子部品等の商取引および技術情
報を企業間で電子交換する標準の維持管理を担う団体 

 

▐ 会員は大手電機や電子部品を含む132社 
主な正会員企業（順不同） 

TDK、パナソニック、アルプス電気、キヤノン、シャープ、ソニー、 

東芝、日本電気、日立製作所、富士通、三菱電機、村田製作所、横河電機、 

京セラ、KOA、富士電機、リコー  など 

（特徴：セットメーカとパーツメーカの双方が会員となっている） 

 

▐ 製造業界で最初に企業間商取引情報の電子的な交換手順
の標準（EDI標準）を策定、 2015年現在、約14,000社（資本金
１億円以下の企業が8割超 ）が利用中 

2 

電子情報技術産業協会：日本最大のIT・エレクトロニクス業界団体 
EC：Electronic Commerce 

EC：Electronic Commerce 
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大区分 小区分 

基本的な考え方 － 

移行後のIP網のあるべき姿 

電話を繋ぐ機能の確保等 

利用者保護 

公正な競争環境の確保 

円滑な移行の在り方 － 

参考：本資料の意見対象 



All Rights Reserved, Copyright © 2016 JEITA 

要旨 

IP化は、世界の潮流であり、これを前提とした議論が
必須と考える。 
 

これまで、公衆交換電話網は、誰もが安全につなげ
る通信インフラとして提供されており、企業は、本イン
フラを活用し事業を推進してきた。 

一方、インターネットの世界では、安全は自ら守らね
ばならず、企業がIP化を進めるには、この安全に投資
をする必要がある。 

しかし、全ての企業に投資及び移行・維持運用の体
力があるわけではないため、現実的な移行猶予期間
に加え、簡便な対応策（回避策）が必須である。 
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公衆交換電話網の活用状況 

▐ 少なくとも4,000社*が、公衆交換電話網を介し受発注等の取
引情報を交換 

▐ 公衆交換電話網は、IT・エレクトロニクス業界の情報交換の
生命線であり、事業継続の要 

公衆交換電話網 
（加入電話回線/ISDN回線） 

セットメーカ 

通信機器 

PC/サーバ 
通信ソフト 

パーツメーカ その他メーカ 

企業相互の情報連携のための手順を業界で標準化 

通信機器 通信機器 

少なくとも4,000社 
に影響 

取引情報交換 取引情報交換 
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*大手電機メーカ数社の調査を基に集計 

PC/サーバ 
通信ソフト 

PC/サーバ 
通信ソフト 
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移行後の通信方式案の検討状況 

▐ 加入電話回線のNGN移行及びISDN廃止に伴い、現行設備
を活用した回避策、インターネットを活用した恒久策を検討中 
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現在 

モデム 加入電話回線 

TA ISDN回線 

モデム 
NGN回線 

(メタルIP) 

いずれかで暗号化 

インター 

ネット 

サーバ/ 
PC 

通信ソフト 

恒久策：業界内での検討が可能 

加入電話ユーザー 

ISDNユーザー 

モデム継続活用（メタルIP電話） 

TA継続活用 

TA アダプタ 
NGN回線 

(データコネクト) HGW 

ルータ 

サーバ/ 
PC 

通信ソフト 

サーバ/ 
PC 

通信ソフト 

サーバ/ 
PC 

通信ソフト 

サーバ/ 
PC 

通信ソフト 

インターネット活用 

回避策：ＮＴＴ殿との検討が不可欠 

TA：ターミナルアダプタ、HGW：ホームゲートウェイ 
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＃ 通信方式 

EDI（情報交換）の評価* 

コスト 
初期及び 

運用費用 

通信品質 
通信速度、 

データ欠落率 

将来性 
将来にわたり 

利用可能か 

評価理由 

1 モデム継続活用 〇 要確認 × 
移行後の品質に懸念あり 

モデムとメタルIP電話回線の継続

利用に懸念 

2 TA継続活用 △ 要確認 △ 
機器購入コスト発生 

移行後環境の品質は不明 

 TAの継続利用に懸念 

3 
インターネット 

活用 × 〇 〇 機器やソフト購入のコスト発生 

課題①：利用者保護における課題 

▐ 将来に向けては、インターネット活用が望ましいが、投資余
力の小さな企業のため、回避策が不可欠 

▐ 現在は、品質の確認がとれていないため、確認環境を提供
頂きたい 
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回避策（利用者保護上必須） 

*現在と比較し、同等以上の場合は「〇」、劣る場合は「△、×」と評価 
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課題②：円滑な移行における課題 

▐ 移行には最低3年の猶予が必要、また、企業が移行を開始す
るには、予算化が必要 

▐ 現在は、予算化に必要な情報（スケジュールと回避策）が定
まっていないため、その明確化を推進頂きたい 
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2016年度 

現在 

各企業 

通信方式検討 自社設備確認 

移行実行 システム改修 

予算化 相手先調整 

（※） 各作業に必要な期間は、状況に応じて変化、現時点の仮案 

確認環境 
提供 

膨大な相手先と調整した上で、相手
先ごとの移行が必要 

JEITA 
ECセンター 

NTT殿 

移行方式 
ガイドライン策定 

2020年度 2017年度 2018年度 2019年度 

予算化完了/対応開始 （年度は4月始まりを想定） 

予算化完了を起点とし、最低3年の猶予は必須 

実現可否確認 

回避策の提示 

スケジュール 
明示 

協働で回避策確保 

イ
ン
プ
ッ
ト 

[仮案] 
スケジュール 
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まとめ：課題とお願い 

▐ IT・エレクトロニクス業界の事業継続には、EDI通信方式の円
滑な移行は必須 

▐ 円滑な移行に向けては、利用企業の視点に立った対応を推
進頂きたい 
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お願い 課題 

課題①：利用者保護における課題 

投資余力の小さな企業の事業継続には、
回避策の確保が不可欠だが、現在、回避
策の実現可否が不明 

 

課題②：円滑な移行における課題 

移行には最低3年の猶予が必要、また、移
行開始には予算化が必要だが、現在、予
算化に足る詳細なスケジュールが未提示 

NTT殿へのお願い 

1. 加入電話回線ユーザーへも回避策案を提示 

2. 加入電話/ISDN回線ユーザー双方の回避策
の品質を検証する環境の提供 

3. 十分な猶予を持った移行期限、スケジュー
ルの早期提示 

4. 企業窓口の設置 

 

国へのお願い 

1. 技術的、金銭的に回避策実現が困難な場合
における企業のIP化への補助制度検討 
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